市議会だより原稿用紙　　（日本共産党）　（石井通春）
↓ここから記入してください。　
標題1：生ごみ減量を更に推進
現在、仮宿を候補地として環境アセスが進められている新清掃工場の焼却規模については、焼津藤枝両市と志広組で策定されている「一般廃棄物処理基本計画」において、燃やすごみの処理施設の目標値を一日当たり平成30年度230トンとするとされているが、これは最終目標でなく着工年度まで必要に応じた見直しをするとしており、更なるごみ減量の徹底で規模を小さくして建設費も運営費も安価にすることは、建設着工までのこれからの数年間の取り組み次第である。
藤枝市では、生ごみの分別収集が今年10月から兵太夫地区でも実施され、10000世帯を超える取組となった。丁度、私が住んでいる地域であるが、概ね住民の皆さんの協力も大きく、予想以上の分別が図られているとの事である。先駆的な子の取組を最終的に全市に広げより一層の燃やすごみ減量に力を入れていただきたい。
　さらに生ごみの減量を進めていくための提案と、現状の課題克服のために以下質問したい。
本年度より、生ごみの分別収集は、ステーションにバケツを設置して収集する方法から、各家庭に専用のビニール袋を配布する収集方式となった。これにより生ゴミが満タンになっていないバケツでもパッカー車に積んでいかなければならない方法から、パッカー車が満タンになるまで生ごみの袋を詰め込める方法にしたことにより、再処理費用の運搬経費が大幅に改善されたと考えるが、従来と比べてどの程度の費用減となったのか。さらに減額していく取組についてどうした方策が考えられるか。
答：これまでのバケツ収集では、１か月に約４０ｔの生ごみを回収し、運搬経費は１ｔあたり約４５，０００円でした。
今年の１０月からは、新たに兵太夫地区の約３，７００世帯にご協力をいただき、市内全体で約１０，０００世帯での取組となりました。同時に、バケツ収集から生ごみ専用のビニール袋による収集方法に変更いしたました。
その結果、回収量が１０月の実績で約７０ｔに増大し、１ｔあたりの運搬経費は約２６，０００円まで減額することができました。
また、さらなる減額への取組についてですが、生ごみ分別回収の実施地域の拡大により、生ごみの回収量を増やすことが燃やすごみの減少につながりますので、燃やすごみの収集運搬を含めた、ごみ処理全体をとらえ、収集体制を見直し、経費削減に取組んでまいります。
問：家庭系からでる生ごみは、そのすべてが堆肥として活用されているか。
答：すべてが処理ルートに乗っており活用されている。

問：一方で、燃やすごみの4分の3は家庭から出るゴミだが、残りの4分の1は事業所から発生するゴミが占めている。
こうした家庭系ごみ減量に対する積極的な取り組みに対し、残念ながら4分の１を占める事業系ごみ減量についての取組はほぼ事業所任せにとどまっている状況ではないのか。この課題克服について現状認識はいかがか。
答：事業者が排出するごみは、事業者自らの責任において処理することを原則としておりますが、収集運搬許可業者を通して高柳清掃工場に持ち込まれる場合でも、一般の家庭ごみ同様、適正に分別するよう事業者及び運搬業者を指導しています。
本市では、事業系の燃やすごみの減量対策として、収集運搬許可業者に対し、事業系の廃棄物を取扱う際の適正処理の周知徹底を図るための講習会を年１回開催しています。
加えて、志太広域事務組合と連携し、高柳清掃工場に持ち込まれるごみの中にリサイクル可能な紙類、木くず類及びプラスチック等の産業廃棄物が混入していないかをチェックする搬入物検査を抜打ちで行い、不適切な場合はそのまま持ち帰らせるなど、現場での直接指導も徹底しております。
また、排出先の事業所に対しましても、分別状況を確認し、不適切な場合は直接指導を行うなど、事業系ごみの減量対策に努めています。
　なお、本年７月には、市内約５，６００の事業所に対しまして、一層の減量や資源化を進めていただくため、ごみの適正処理について、文書により通知したところです。
問：家庭系生ごみは堆肥化ルートがなされているが、事業系生ごみの堆肥化ルートは業者任せである。
家庭系ルートにのせて燃やすごみの減量を更に図るべきではないか。
答：現在家庭系生ごみを処理している業者の処理能力は2万世帯なので、これをさらに拡大する必要があるが、事業系生ごみ処理も視野に入れて新しい生ごみ処理ルートの開拓を進める。

問：家庭系燃やすごみの6割は生ごみが占めているが、事業系においてもスーパーやコンビニなどから出る生ごみは相当な量を占めていると思われる。
県内で33店舗、市内で5店舗の営業展開をしている静鉄ストアは、店から出る“野菜くず”や“魚あら”を独自に堆肥化する努力をしている。
ただ、1企業の努力だけだとリサイクルルートの確立が困難であるなど現状6店舗での取組に限られている。藤枝市も事業所と連携し、事業系生ごみ減量に取り組むべきだと思うがいかがか。
この質問に当たり、静鉄ストアの担当者に話を伺いたいと申し入れたところ、わざわざ静岡市から私に会いに来てくれて、是非議会でも取り上げていただきたいと言われた。業者は熱意をもっており、行政としてもそれに応えるべきではないか。
答：「事業系生ごみの減量への取組」についてですが、市内事業所の現在の生ごみの処理は、一部の事業所におきましては、市内の生ごみ資源化業者を活用し、既に生ごみの資源化に取組んでいただいているところです。
しかしながら、資源化業者が限られていることや処理費用などの問題により、まだ全ての事業所にはなかなか普及していかないのが現状と言えます。
　生ごみのリサイクルは、飼料化・堆肥化・そしてエネルギーへの利用などが考えられますが、今後もそうした資源化の研究や情報収集に努め、事業所の業務実態に即した情報提供を行い、１つでも多くの事業所の協力を得て、市として事業系生ごみの減量を促進してまいります。
　標題２：学校図書館司書の専任、専門、正規化を求めて
本年6月成立の「学校図書館法」の一部改正されまして、これまで不明確であった「学校図書館司書」が初めて法律の下で制度化されました。
　しかしながら、この法にはまだ不十分な点があり「学校には司書教諭のほか、専ら学校図書館司書を置くように努める」と努力義務にとどまっております。ですが、これまで不安定な立場であった「学校図書司書」が初めて法律に位置づけられている。
　一方、本市では全小中学校に学校図書司書が配置しているとされているが、すべての人が司書資格を持つ「専門」化は達成されているとはいえ、実態は２校を１人で担当する兼務であり専任ではない、そして昼間だけ勤務の非常勤職員であって、常勤（正規）職員ではない。
子供と教師のためにも学校図書館は常に開いていることが望ましく、中核を担う学校図書司書は専任として、そして責任をもって運営に携わるべく正規化がされてこそ自信をもって「全校配置」と言えるものではないか。
他市との比較という点では、司書資格がなくてもよいとされている袋井市や1名で3～5校を兼務している沼津市などもあり、平成21年4校2名だけであった本市も23年度に14名に前進を続けてきた点なども踏まえておりますが、それでも現状・実態としてどういう問題があるか、より一層の改善を求める意味で、以下、各点について質問したい。
全校で常勤職員が勤務する岡山市の学校図書館では、これは貸し出し冊数ではなく子供が読んだ本の冊数ですが、（小４が２０,８冊、小６が１１,８冊、中３が５,４冊）全国平均では（小４が１３,３冊、小６が７,８冊、中３が３,８冊※数値はいずれも2012年の5月の1か月間）、また貸し出し冊数は同じく岡山市で小学生1年間平均83，8冊、一方で、司書が常勤していない岡山県内の岡山市以外の小学校では40冊程度です。
学校図書館司書がいる図書館ほど冊数が多い。この実態に対し、藤枝市はどう認識しているか。また市の貸し出し冊数の実態はどうであるか。
答：本市は平成２３年度から１４名の学校図書館司書を全校に配置し、子どもが本に親しむ機会を増やし、子どもが進んで本を読みたくなる読書環境づくりに努めております。

学校図書館司書が配置されるようになったことで、各学校からは、図書室の蔵書の分類、整理整頓や情報発信及び館内外の掲示物の充実が進んだと評価されています。こうしたことから、図書室運営が十分になされ、子どもたちの利用頻度も増えてまいりました。

このことからも、子どもと本をつなぐ学校図書館司書の役割は大きく、子どもが本に興味を持つ機会を創り出し、その結果、読書量の増加につながるものであると認識しています。

次に、市内小中学校の図書室における貸し出し冊数の実態ですが、平成２６年４月から１０月までにおける夏休みを除いた６ヶ月間の児童・生徒一人当たりの平均貸し出し冊数は、小学校で１９冊、中学校で４冊となっています。また、学校における本の貸し出しの機会は、図書室だけでなく、各学級に学級文庫を揃えたり、学年の共有スペースに図書コーナーを設けたりして手軽に本を読めるよう工夫するなど、図書室以外にも本に親しむ機会を整えています。

問：司書の専任、正規化が進むほど本の貸し出し冊数が増えている実態をどう思うかという質問である
答：藤枝市でも平成23年度から兼務であるが全校配置にしたことにより図書館に来る子や読書量、貸し出し冊数が増えている。専任の司書教諭、図書委員、ボランティアなどと連携しながら現体制を維持していく。
問：現在の学校図書館司書は、月曜日と火曜日はA校、木曜日と金曜日はB校という勤務形態で、一人週4回勤務で2校を兼任している。
　一人で2校分の事務作業、貸し出し冊数を増やすための運営などをしなければならず、多くの事務作業を自宅に持ち帰って仕事をしている実態ではないか。
こうした事務は一人一校の専任にすれば事務作業も１校分になるわけで、解消されることであり、学校図書館司書は1人2校の兼任ではなく、1人1校の専任として配置していくべきではないか。
答：「２校兼務である学校図書館司書を専任として配置していくことについて」ですが、現在、１４人の学校図書館司書のうち、１人を除く１３人が２校を兼務しております。平成２１年度は４校２人配置、平成２２年度は１５校８人配置と徐々に配置を増やし、平成２３年度からの１４人での全校配置に努め、実現したことにより、子どもの読書量や図書室を利用する児童生徒数は増加しています。

また、「学校図書館司書が配置され、子どもにとって図書室がより身近な場所になっている」といった、保護者からの声も学校に届いています。

兼務ではありますが、このように学校図書館司書が全ての学校に配置され、期待した効果が確実に表れているため、今後も学校の図書担当教員や児童生徒の委員会活動、地域の図書ボランティア等との連携を図りながら、現在の体制を維持してまいります。　

問：学校図書館司書は10時から14時の4時間のパート勤務、その為図書館で子供が実際に本の貸し借りが出来るのが昼休みの25分間である。ほかの時間は授業中ですから。
さらに子供たちが授業の資料を図書館で探す「調べ学習」（たとえば、修学旅行に行くときに京都の寺をテーマにしたいという時も、司書は学校図書の蔵書すべてを把握しているので、子供たちが寺の何を予習したいかを聞きそれにそった的確な図書を提供できる。教師は教えるプロだけど、司書は資料を探すプロといわれるゆえん）、こうした「調べ学習」も司書がいる時しか利用できない。
子供だけでなく教師にとっても、こうした「調べ学習」を必要とする授業は修学旅行だけでなく数多くあると思うが、それも学校図書司書がいる時にしか行えない、学校図書館は授業に使う資料を揃える場として重要であり、常時開館のためにも昼だけの非常勤勤務ではなく常勤（正規化）を図るべきではないか。
答：「学校図書館司書の常勤（正規化）を図るべきではないかについて」ですが、各学校では、本の貸し出し業務については学校図書館司書だけでなく、学級担任や委員会の児童生徒が行っているため、昼休みだけでなく休み時間などでも借りることができます。
また、「調べ学習」では、学校図書館司書がいる時だけでなく、教員の指導のもとでも図書室を利用して行っています。
学校図書館に関わる業務は、学校図書館司書が中心となって行っているものの、図書担当教員や学校職員、委員会に所属する児童・生徒、また、学校によっては地域のボランティアの方々なども協力して行っています。
このように、学校図書館司書の限られた勤務時間の中で十分な対応ができない業務については、相互に協力し合って図書室を運営しています。
なお、学校図書館司書の勤務時間については１０時から１４時までの４時間を原則としていますが、本人の了解が得られた場合は、支援する授業等の時間に合わせて、勤務時間をずらして対応している学校もあります。
したがいまして、学校図書館司書の現在の勤務体制とさまざまな取り組みにより、児童生徒の図書室利用に関する業務は確実な成果をあげておりますので、基本的には現在の体制を維持してまいりたいと思いますが、一人でも多くの子どもたちが生活の中で本と親しめるよう、可能な限り効果的な運営に努めてまいります。
問：学校図書館司書の役割とは何か
。私も何人かの司書から話を聞きました。司書とは多様な子供たちの成長過程で、私の自宅近くの高洲中のケースでいいますと1万冊を超える蔵書をすべて覚えた上で数多い図書の中から一番有効な図書を選ぶプロであること、同時に指導のプロである教師が授業で活用する図書を選ぶプロが司書である
　子供たちの知りたい気持ちを引き出し広げること、授業を豊かにするために教師のサポートもする、同時に貸し出し冊数を増やすための企画力も問われる。そうした専門職であるという認識でよいか。
答：当然、専門職である。
問：答弁では、実際現在でも確実な成果を上げており、基本的には現在の体制でよいと。果たしてそうか。兼任というのがどういう実態か。
高洲中に調査にいきました。月々入れ替わる図書（年間1200冊）のラベリングシール貼（3種類）生徒の図書カード作成、図書便りの発行など、従来の仕事以外に様々な事務作業がある。当然、専任であれば1校だけでよいが、兼任だと作業も倍になり、勤務の大半はこうした事務作業に追われているのではないか。
答：図書便りの発行や、そうした事務作業も司書の重要な仕事の一つである。
問：司書がいなくても学級担任や生徒委員会の貸し出し、調べ学習が出来るとの答弁だが、図書の貸し借りを図書ボランティア等に依存する事などで対応しているというが、これでは司書がいない図書館が「ただ借りる＆返すだけ」の場になっているのではないか。
答：学校には専任の司書教諭がおり、調べ学習の資料提供などしており、学校によっては司書教諭の授業を軽減している
問：司書教諭は授業を受け持っている兼任ではないのか。

答：授業をやりながら司書教諭の仕事をしている
問：先生は授業で忙しく、司書教諭の仕事ができない状況ではないか。
高洲中は週2回の昼休みの25分間しか学校図書館司書がいない、わずかな時間しかないから本の貸し借り作業だけで手一杯で司書の仕事ができていない状況だ。学校図書館司書を放課後まで常勤にすれば、ゆとりある時間ができるはずだ。
答：図書委員、担任の先生など、自助・共助・公助の取組で対応できている。

問：高洲中のケースは、貸し出し冊数合計1年566冊、2年900冊、3年611冊（2014年11月まで。2013年は同時期で1年生445冊、2年生899冊、3年生157冊）、なぜ2年が多いか。
図書館に教室が近いからという理由。わずか25分だと教室が遠いという理由だけでこれない。
答：そういうことも確かにあるが司書はお昼の4時間の勤務である。それを放課後にずらすなどの対応はできる。
標題3：更なる職員数削減計画は
市民サービスを後退させるのでは
最後に市職員数全体の問題について。学校図書館司書の他、市立図書館でも司書資格がありながら非常勤勤務の職員が多いのが実態だが、「メリハリある業務配分」「経費の最大活用」の名目で行われてきたのが正規職員を非正規化、民営化などに置き換える「定員適正化計画」（職員数の削減を主眼にした定員管理）である。
昨年度予算委員会で私はこの問題を取り上げた。「本市は平成23年度からの27年度までの第2次計画ですでに職員削減目標を達している（平成20年度から26年度までで約65名が削減された）が」今後どうするつもりなのかと。この適正化計画を作る作らないかは自治体の判断にゆだねられているが、答弁は27年度以降さらに適正化計画を作る方向で考えているとのことであった。しかし、さらなる削減計画を作ればますます学校図書館司書にみられるように市民サービスの後退につながるのではないか。
答：平成27年度以降の定員適正化計画の策定について、市政を推進する職員を市の宝として職員が持てる力を最大限に発揮し、真に市民に役立つよう、人の育成、組織の醸成に努め、1人①改善運動、若手職員によるプロジェクトチーム、部別包括予算制度や職の公募制など、職員個々の力を引き出し、支える仕組みの構築に力を注いできた。
　次年度戦略方針において、予算・組織・人事を一体的に連動させることで、改革改善意欲を持った機能的で機動力のある組織作りを進め、人と組織がともに着実に成長している手ごたえを感じる。
本市は、職員の力と組織力を有効に連動させることで、限られた職員数で４K施策を核とした市民満足度の高い行政サービスを提供できる全国に誇れる自治体である。
こうした取り組みを継続する中、現在推進中の定員適正化計画の策定時には想定できなかった再任用制度の導入により、定数外の扱いとなる定年退職後の再任用職員の培ってきた知識や能力を十分活用することで定員適正化で定めた職員の定数は下回っているものの、市民ニーズには十分こたえうる体制となっている。
来年度策定する平成28年4月をスタートとする新たな定員適正化計画は再任用制度を活用し継続する中、現在策定中の第5次藤枝市総合計画後期計画に掲げる施策や諸事業との連動はもちろん、個々の事業量を十分把握し、真に求められる施策には人材をきちんとあて、多様な行政需要にも円滑に対応できる職員定数を見極めながら年度ごとの目標値を定めた適正化計画としていく
問：総務省の自治体の財政比較分析表によると、産業構造や人口規模で全国の自治体を9クラスに分類している類似団体で、藤枝は焼津と同じ３－１というクラスにいるが、このなかで人口千人当たりの職員数を比較している。
　同じ規模の３－１の地方自治体は全国で８８あるが、平成24度の藤枝市は千人当たり職員4.46人だが、これは88の団体中何番目の職員数であるか。
答：85団体中少ないほうから2番目である。
問：少ないという認識はあるか
答：少数精鋭状況だが、消防の合併もあり職員数が減ったこともある
問：広域改善の状況でも県平均にも達しておらず、もともとが少ない。サービス残業などもあるのではないか
答：そういう事実はない。
問：現在の職員適正化計画は5年間で何人職員を減らすかをあらかじめ決める「削減ありき」の減員計画である。こうした計画を次回も作るべきではない
答：今後は削減ありきの計画としない
＊1ページでまとめてください。














